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１．はじめに
地方分権の推進は，社会保障制度における国と地方，そして住民の役
割分担のありかたを改めて再考する契機となる１）。経済が成熟しておら
ず，社会保障の整備も不十分であった時代であれば，ナショナルミニマ
ムの達成といった課題に対して，中央政府に権限や財源を集中させて臨
むことに理があったとしても，経済が成熟し，国民の価値観やニーズが
多様化している現代においては，全国画一的な基準ではなく，地域の実
情にあった柔軟な行政対応が求められる。このとき，これまで中央主導
であった社会保障分野で，地方政府の役割が強調されるのであれば，権
限と財源の委譲のほかに，各市区町村が社会保障に関わる事業を財政規
律に従ってどう主体的に行えるのかが問われる。少子高齢化時代を迎え，
財源の縮小と社会保障への需要の増大が同時発生しているなか，国や地
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１）例えば地方分権改革推進委員会（２００７）は，国と地方の役割分担の徹底した
見直しと明確化を強調しており，そのなかで住民生活に直結した行政分野と
して社会保障における国と地方の役割分担に関しても触れている。
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方はそれぞれどのように対応すべきなのか，また住民はどのような役割
を担うべきなのか。そうした政府間そして住民との間の役割分担のあり
方は，きわめて基本的な問いである。
国と地方といった政府間関係についての研究は，財政学や行政学など
様々な分野にわたってある。経済学的な研究としては国や地方の機能や
権限，財源の点に着目した経済効率的な観点からの蓄積があるが，衡平
性の観点から国と地方，そして住民の役割分担について明示的に考察し
た研究は相対的に少ない。そもそも何をもって衡平とするかは様々であ
り，一意な解はない。そのため経済学は衡平性の議論には踏み込むべき
ではないとの考えもあるが，近年は衡平性の概念を取り込んだ経済学の
フレームワークの拡張も行われている。ただし，その場合でも，どのよ
うな立場に立った衡平性なのかを明示する必要がある。
本稿では選択の自由と効率性，そして衡平性を１つのフレームワーク
の中で捉えようとする法哲学における自由尊重主義的な分配的正義論，
Ronald Dworkinの「資源の平等論（Equality of Resources）」の立場を
採用したうえで（Dworkin, R, １９８１, ２０００），国と地方，そして住民の役
割分担といった，地方分権下における社会保障のあり方の問題を規範理
論的視角から考察する。
またこの作業を通じて，規範的経済学の現実的役割について，いまい
ちど検討したい。規範的経済学はともすれば，現実における有用性が見
えづらく，その存在意義をどう位置づけて良いのかわかりにくい点があ
る。本稿では資源の平等論の枠組みを，現行の社会保障制度を捉えられ
るように段階的に拡張することを通じて，現実的な解釈を与えようとす
ることで，こうした批判に応えたい。おりしも資源の平等論を唱えた，
Ronald Dworkinは２０１３年２月１４日に逝去した。本稿は，資源の平等論
が世にでてから３０年以上が経過したいま，その現実的有用性を再検証す
る側面も有する。
地方分権下の社会保障制度の規範理論的評価
１３８ （４９４）
無論，本稿は資源の平等論の正否について議論するものではない２）。
本稿では，数多くある分配的正義論のなかの一つとして採用したが，他
の分配的正義論の視角から，現行の社会保障制度を評価すれば，異なる
結果が得られるのは当然であろう。その場合でも，現実の制度に照らし
合わせて，規範理論を応用し，その現実的含意を検討するという本稿の
試みは生かされるものと考える。
本稿は紙幅の都合により，二部に分かれており，本号では以下で説明
する第２節から第４節までを掲載する。第２節では伝統的な経済学や社
会保障の議論に基づき，社会保障における政府加担の根拠や地方政府が
果たす役割など，基本的な事項を整理する。第３節以降では従来あまり
検討されてこなかった規範的な視角から，社会保障の規模をどのように
決定するべきか，またその役割を担うべき政府の規模について検討する。
まず第３節では規範的経済学の現実的意義について改めて整理する。第
４節では本稿が依拠する資源の平等論の基本的枠組みを概説し，第５節
ではそれをより現実的な社会保障の枠組みに拡張して解釈する試みをす
る。第６節ではさらにこれを地方分権の枠組みに拡張する試みをし，地
方分権のもとで社会保障を行うことの規範理論的含意について検討する。
第７節ではこうした規範理論的視角でもって実際の制度がどのように評
価できるか介護保険制度を事例に考察する。
２．社会保障における政府介入の根拠と最適規模～基本的整理
地方分権下の社会保障における国と地方，住民との役割分担の問題を
規範理論に則って考察するにあたり，まずは政府が社会保障に加担する
基本的な根拠を，従来の経済学や社会保障の議論に基づき整理しておく。
２）資源の平等論をめぐる経済学の立場からの批判的検討の系譜については，齋
藤（２００７，第４章）にて考察している。
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２．⑴ 社会保障における政府介入の根拠
社会保障とは国民の一定水準の生活を保障する制度であり，金銭や医
療サービス，福祉サービスの給付という形をとる。金銭の給付としては，
年金，失業に伴う求職者給付，休業補償給付および生活保護など所得保
障に関わるもののほか，社会福祉３）や医療の一部にもみられる。医療
サービスや福祉サービスはおもに対人サービスの保障であり，現物給付
のほか現金給付の形をとることもある。財源という観点から分類すれば
保険料をベースにした年金，医療，介護，雇用・労災などに係る社会保
険や，租税をベースにした生活保護，社会福祉などの公的扶助に分類で
きる。特に社会保険は国民の生活に関わるあらゆるリスクを，政府を通
じて社会的にプールあるいは軽減する仕組みである。ここでのリスクと
は広義の意味を含んでおり，疾病や障害のリスクをはじめ，年齢に伴う
リスク，あるいは失業や休業なども社会経済的環境に関連するリスクと
して捉えることができる。これらは金銭の不足や特定の財サービスへの
ニーズという形で顕在化する。しかし，リスクをプールする仕組みの担
い手としては，必ずしも政府である必要はないはずである。それにもか
かわらずどうして社会保障の担い手は，民間ではなく政府なのか。
社会保障に政府が介入する根拠を主に３つ挙げるとすれば，１つは憲
法に定められた生存権の保障という根拠４），もう２つは効率性と衡平性
といった経済学的な根拠がある。まず第１点目の生存権について，その
是非に分け入ることなく５），この立場を受け入れたとした場合，政府が
生活保護を給付する主たる理由も生存権に求められる。社会保険のよう
３）おもに児童手当，児童扶養手当，特別児童扶養手当など。
４）日本国憲法第２５条第１項「すべて国民は，健康で文化的な最低限度の生活を
営む権利を有する」，第２項「国は，すべての生活部面について，社会福祉，
社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」。
５）憲法２５条の意義や解釈については，西村（２００３）第２章，第５節を参照され
たい。
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１４０ （４９６）
に原則保険料を納めた者だけが受給資格を与えられ，負担と給付の関係
がある程度明確なものとは異なり，生活保護は一定の要件を満たせば誰
しも受給権を得られる。むしろ論点は生存権が保障する水準をめぐる変
化であろう。１９５０年代当時の社会保障は生活保護が中心で主に最低限の
生活保障を目的としていたのに対して（社会保障制度審議会，１９５０），
近年，社会経済環境の変化を背景にその保障水準は上昇してきた。例え
ば給付の対象者も生活保護などにみられるような一定の資力以下の人々
を選別するのではなく，育児や高齢者，障害者の保護に対する給付など，
資力にかかわらず広げるようになった。また１９９５年に社会保障制度審議
会より出された勧告において，社会保障の理念は「広く国民に健やかで
安心できる生活を保障すること」とされ，最低限度と言うよりはむしろ
標準的な生活を保障するものへとの転換が明示されたといえる（社会保
障制度審議会，１９９５）。
では第二点目，効率性の観点から社会保障における政府介入の根拠は，
どこに見い出せるだろうか。本来，市場が完全に機能する限りにおいて
は，おのずからパレートの意味で効率的な配分が達成される。しかし，
市場が完全に機能しないとき，すなわち市場が失敗するとき資源配分の
非効率性が発生する。特に医療財サービスの場合はその要素がいくつか
あり，保険者と被保険者の間の情報の非対称性による逆選択あるいは医
師と患者の間の情報の非対称性による医師誘発需要，感染症などにみら
れる外部性，などによって非効率的な資源配分がもたらされることが，
強制加入を伴う公的医療保険やさまざまな医療規制の存在理由のひとつ
となっている。
しかし，これらのいくつかは市場原理にゆだねられる場合のみならず，
公的医療保険制度の下でも起こりえる。情報の非対称性自体が消滅する
わけではないので，出来高払い制と相まって，依然として医師誘発需要
は起こりえるし，一部自己負担のみで受診できることによる保険のモラ
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ルハザードも防げるわけではない６）。このように市場の失敗のみならず
政府介入のもとでも非効率的な資源配分が起こりえる点には注意しなけ
ればならない７）。
ただし，医療財サービスや介護サービスが私的財ではなく，公共財の
性質をもつのであれば，政府によって公的に供給されることは効率性の
点で理にかなうことになる。予防接種をはじめ公衆衛生サービスは公共
財的な性質があると考えられるし，長峯（１９９８）が指摘するように一部
介護サービスにも公共財的な性質はみられる。長峯は介護ケア・サービ
スの多くはある程度の非競合性と排除性を満たすという点で準公共財と
位置づける。例えば施設サービスなどは，混雑の状況にもよるが，集団
での共同消費でのメリットがあり，かつ料金制などを通じて利用を排除
することができる８）。特にその共同消費の最適な規模という観点から見
た場合，個人の選好が多様であれば，集団的に選択されるサービスでは
多くの住民が選好を充足されないことになることから，長峯は介護サー
ビスの最適な利用集団規模は「近隣のコミュニティレベル」から「地方
自治体レベル」までだろうと指摘する。このように市場で個々人が購入
するより，政府によって集団的に供給されたほうが効率的な資源配分を
達成できる場合があり，特に財サービスによっては地方レベルでの分権
的意思決定・供給体制が望ましいものがあり，地方政府が社会保障に加
担する根拠を得られる。
また取引する市場自体が存在しない場合もある。特にリスクに備えた
保険に関して，想定不可能なリスクやごくまれな難病など，予想される
６）保険のモラルハザードも情報の非対称性の文脈から説明できる（伊藤，２００３，
ch.４）。
７）医療財サービスをめぐる市場の失敗と政府の失敗については，齋藤（２０１１）
を参照。
８）なお供給に関しては，排除性から理論的には民間もその担い手となりえるが，
採算性の問題から政府が直接供給や民間への委託をすることも考えられる。
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需要がごく小さい場合，営利目的の民間保険会社であれば保険を提供し
ないであろう。またリスクには，疾病のみならず意図せざる失業など社
会経済的要因による困窮のリスクも考えられる。このようにリスクの種
類は数多く，これらを引き受けられる主体も限られるとすれば，あらゆ
るリスクに市場で対応することはできない。
そもそも現実的に個人が自身のみで民間保険市場を通じて様々なリス
クを回避できるだろうか。各個人は自らの期待効用を最大化するように
保険を購入しており，市場均衡においてはパレート効率的な配分が実現
しているはずである。しかしこれはあくまでリスクの結果が顕在化する，
事前の段階での評価に過ぎない。たとえあらゆるリスクの分布が事前に
判明していてもリスク愛好者は保険を購入しないかもしれない。これは
事前的には合理的な行動の結果であり，効率的であったとしても，リス
クが判明した事後の段階で標準的な生活を維持できるだけの保障をする
ものではない。なんらかのセーフティネットに参加することを拒否して
その費用負担を負わず，リスクが判明する事前段階で自分に係るリスク
のみを負うことを選択した者が，事後的にリスクに見舞われた場合でも，
生存権や衡平性の観点から社会的補償が与えられるとすれば，セーフ
ティネットに参加してその維持費用を負担している者との間に不衡平が
生じる。このように現実的な社会では，個人が自身に係る全てのリスク
を自分で負うことは難しい。そこで政府は個々人に代わり，リスクを回
避する保険を集団的に選択・提供することを通じて，社会保障に介入す
る根拠を持つ。
第三点目として，衡平性の観点からの社会保障における政府介入の根
拠がある。たとえ市場の失敗がなく，全てのリスクに備えた完備的な市
場があったとしても，「衡平性」の問題は市場メカニズムでは解決しが
たい。市場は衡平な配分を保証しない。個人の選好やニーズが同じでも，
購買力が異なれば結果として得られる財サービスは異なってくる。これ
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は市場メカニズムに従って得られる配分のもとでは，最低限あるいは標
準的な生活を営むだけの財サービスを得られない人々が生じるという絶
対的な生活水準の保障問題のみならず，国民の間に何らかの格差が生じ
ることを意味する。
もちろんすべての格差を不衡平といえるかどうかは議論の余地があり，
何を持って衡平性と定義するかは一概には言えない。しかし，財サービ
スによっては個人間で格差が生じることを良しとしない価値財（merit
goods）の考え方が存在している。これは特定の財サービスに，他の財
に比して特別な価値を認めるものであり，この配分に関してだけは個人
間で平等にすべきであるという考え方である。特にいくつかの意識調査
も示唆しているように日本では国民の間に医療財サービスに特別の価値
を認める考え方が強いと思われる（田村・川田・橋本，１９９５；田村，
２００３）。
また先に保険会社と患者の間の情報の非対称性がある場合，逆選択に
よって非効率性が発生することを指摘したが，逆に情報の非対称性がな
く，患者（国民）の疾病に関する情報が保険会社の知るところとなれば，
営利を目的とする民間保険会社はリスクの高い人を保険市場から閉め出
すことになる（リスクセレクション）。特に遺伝情報など，本人の選択
したところではない先天的な要因によって区別されることは，国民を等
しく扱っているとは言い難いだろう。
２．⑵ 社会保障における政府の最適規模～給付形態の視点から
このように伝統的な経済学に則って検討すれば，効率性および衡平性
の観点から社会保障に政府が介入する一定の根拠を見いだせる。実際に
どの先進国においても多かれ少なかれ，政府が社会保障に介入している
ことから見て，この点については広く合意があるものと考えられる。こ
の立場を受け入れるとして，ではどのような規模の政府主体がどのよう
地方分権下の社会保障制度の規範理論的評価
１４４ （５００）
に社会保障を担うべきなのか，すなわち国と地方の役割分担について，
従来の基本的な議論を整理する。ただし社会保障の対象は様々であり，
何を給付するかで各政府機能のメリット・デメリットは異なってくるも
のと考えられる。そこで，ここでは社会保障の給付形態，すなわち現金
給付と現物給付を切り口に概観することとしたい。
地方政府は所得再分配のような現金給付を行う主体としてはデメリッ
トがあり，現物給付を行う主体としてはメリットがあると考えられる
（大野，１９７７）。日本では年金や生活保護といった現金給付に対して，
医療に関しては現物給付の原則がある。介護保険を通じて提供される
サービスは法的には現金給付であるが，実質上は現物給付といえる９）。
ここではまず現物給付と現金給付の特徴を整理した上で，どのような財
サービスに関してどのような給付形態が望ましいのかを再考する。その
うえで，給付形態ごとに望ましい政府主体を検討する。
現金給付と比較した場合の現物給付のデメリットを主に３つあげると
すれば，まず相対的に管理費用が大きいということ，非効率な資源配分
を招くということ，そして消費者主権に反するということ，が挙げられ
る。特に第２点目に関して，経済理論に則れば以下のように説明できる。
合理的な個人を前提としたうえで個人の効用を最大化するのであれば，
選択の自由度の高いほうが望ましい。現物給付される財サービスが，個
人の選好を最も充足するようなものと合致していなければ，効用が最大
化されないという意味で非効率性が生じる。その現物給付された財サー
ビスと代替することで，より自分の効用を高めるような財サービスが
あったはずである。これに対して現物給付の価値額と同額の現金給付が
なされた場合であれば，その個人は現物給付される財サービスよりも，
もっと自分の効用を高めるような財サービスを選択できる。このように
９）これは以下で説明される法定代理受領の形態をとっているからである。
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個人にとって，現物給付される財よりも，別の財で代替したほうが，効
用が高くなるような財があるとき，現物給付は非効率的な資源配分をも
たらしていることになる。その意味で個人の効用を最大化する手段とし
て，現物給付は現金給付よりも劣る。
ただし，現物給付される財サービス以上に，個人の効用をもっと高め
る代替的な財サービスが他にないというときは，現物給付に非効率性は
認められない。現物給付される財サービスが個人の効用を最も高めるよ
うに社会的に選択されているのであれば，現物給付による非効率性は防
げる。しかし，個人の選好は一様ではない。すべての個人の効用を最大
化するような給付水準を一意に決めることは困難である。特に個人の選
好が多様でありその分布の広がりが大きいほど，一律の現物給付に対し
て効用最大化を達成できない個人が多いことになり，社会全体として非
効率性が生じることとなる。そのためできるだけ効率性を担保するよう
に現物給付を行うのであれば，その水準を決定するにあたり，社会的選
択の単位を小さくすること，すなわちより小さい構成員からなるグルー
プ，あるいは似たような属性をもつグループを単位として，そのなかで
個人の選好を集計して給付水準を社会的に選択する必要がある。
また現金給付の場合，その使い道によってどのようなサービスが必要
になるかが顕在化し，それに応じて必要なサービスを提供するビジネス
が発生する余地があるのに対して，現物給付はあらかじめ何らかの社会
的選択によって定められた給付水準を提供するためそうした効果が期待
できない（小塩，２００１）。
では現物給付のメリットとは何であろうか。小塩（２００１）を参考にし
つつ，現金給付のデメリットに即する形で整理すれば，まず一点として
現金給付の場合，給付された現金が本来の目的外に流用される可能性が
挙げられる。これは選択の自由が高まることの弊害とも言えよう。この
点に加え，給付がどれだけ必要かという情報は私的情報であることから，
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政府が完全に給付を必要とする者を区別することができず，現金がどの
ような者にとっても利用可能なものであるため，不必要な者にも与えら
れたり，逆に本当に必要とする者には不十分な給付しか行われない可能
性がある１０）。
これに対して現物給付の場合，自己選択（self-selection）のメカニズ
ムを利用することで，政府と個人の間の私的情報をめぐる情報の非対称
性を克服することが可能である。これは公的な給付水準を最適に決定す
ることで，援助を必要としない者を排除し，消費者自らの選択によって
援助を必要とするタイプの者だけを援助することができるというもので
ある１１）。これらは効率性の点での現物給付のメリットといえる。
また医療サービスや社会福祉サービスに対するニーズへの対応につい
ては，現物給付のほうがすぐれているといわれる（大野，１９９１）。その
理由としてあげられるのが，医療サービスや社会福祉サービスは必需性
が比較的強く，しかもニーズの個人差が大きいため，一律の基準による
現金給付によっては事前に対処することは困難であり，過不足が生じる
という点である。しかしこの指摘は，２つの点で必ずしも他財に比して
医療サービスや社会福祉サービスを現物給付することの根拠とはなり得
１０）これは保険者と被保険者間の情報の非対称性に由来する保険のモラルハザー
ドと同様の構造である。保険者は被保険者の私的情報（この場合で言えば医
療需要）を知ることができないため，治療に必要な保険給付内容を正しく定
めることができない。
１１）詳細については小塩（２００１）に譲るが，そのエッセンスは次のようなもので
ある。ここでは援助を必要としない者を高品質・高価格のサービスを選好す
る者とし，援助を必要とする者を低品質・低価格のサービスを選好する者と
する。そのうえで，公的な給付水準を高品質・高価格のサービスを選好する
者にとっては低く，低品質・低価格のサービスを選好する者にとっては高く
設定すれば，自ずから高品質・高価格のサービスを選好する者は公的給付を
選択せず，低品質・低価格のサービスを選好する者だけが選択するようにな
り，その意味で消費者自らの選択によって援助を必要とするタイプの者だけ
を援助することができるようになる。
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ない。１つは医療財サービスや社会福祉サービスの必需性に関してであ
る。必需性の高さは状況に依存し，他の財サービスでもありうる。２点
目はニーズの個人差と一律給付による過不足に関してである。ニーズの
個人差は他財でも存在する。また一律的な給付であればそれが現金で
あっても現物であっても，過不足が生じて非効率な配分になることは同
じである。
大野の指摘の本質は，むしろ医療サービスや社会福祉サービスの価値
財としての位置づけにあるものと考えられる。特に医療に関しては，現
物給付の原則堅持を訴える声は強い。どうして医療においては現物給付
の原則が強調されるのか？ここであらためて医療における現物給付と現
金給付が含意するところについて検討しよう。ここで医療における現物
給付とは，保険者が保険医療機関に費用を支払って，医療サービスを買
い上げ，それを被保険者に現物で給付する（療養の給付）というもので
ある。これに対して医療における現金給付とは被保険者が医療機関に費
用をひとまず全額支払い，そのあとで保険者が被保険者に一部を現金で
償還するという仕組みである。現金給付が支払い能力による医療アクセ
スの格差を生むのに対して，現物給付は支払い能力に関係なく，誰もが
同じ水準のサービスを受けることができる仕組みとして位置づけられる
が（中村・物井，２００２），その理由はどこに求めることができるだろう
か。１つ考えられるのが，手元に現金がないことで医療サービスにアク
セスできなくなるという点である。現物給付方式がサービス利用時に窓
口で一部自己負担するのみで済むのに対して，償還払いの場合は，あら
かじめその費用全額を用意しておかなければならない。このとき現実的
に所得水準によっては医療サービスへのアクセスができなくなる可能性
がある。
しかし，保険外併用療養費の例に見られるように「法定代理受領」が
認められるならば，窓口で全額支払う必要はなくなる。法定代理受領と
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は，サービスは現物給付を原則としながら，法律上は現金給付（償還払
い）の形をとりつつ，サービス供給者による代理受領を認めることで，
保険者が被保険者に代わり，サービス供給者に費用を支払うことで，被
保険者に給付を行ったものとみなすというものである。これにより実質
上現物給付の形をとることができる。法定代理受領は介護保険でもなさ
れている仕組みである。
それではどこに現物給付を維持する理由があるのだろうか。ひとつに
は年金などの現金給付の場合は，単に年金額の増減で対応できるが，医
療の場合，金額で切れない点が挙げられる。ある疾病を寛解するのに必
要な一連の治療を，どこかの段階で制限すれば，本来の治療の目的が達
せされなくなる。そもそも同じ疾病でも患者特性には差があり，治療効
果も不確実である（池上，２００５）。よって結果的に疾病の治癒にどの程
度の費用がかかるかを事前に予測するのは難しい。現金給付として，あ
る治療に利用できる金額を定めるとすれば，治療の完了（健康の回復）
に関わらず，その金額を超えた時点で保険の適用がなくなることになる。
たとえば１日あたりあるいは疾病ごとなど，事前に給付額が決められて
いるような場合，実際にかかった費用に比べて過不足が生じる可能性が
ある。決められた給付額よりも実際に必要な医療費が小さいこともあれ
ば，逆に不足する事もあり得る。むしろ医療の価値財の側面を踏まえれ
ば，過剰よりも不足のほうが問題視されると考えられる。
それに対して現物給付の場合，ある治療を保険給付とすれば，治療が
完了するまで（健康が回復するまで）保険適用価格でその治療を受けつ
づけることができる。つまり疾病の治癒に必要なだけそのつど医療の現
物が給付されることになるため，不足は生じにくい。しかしながら，そ
の意味で給付の制限がないため，公的医療保険のもと一部自己負担で受
診できることとあいまって，過剰受診を誘発する可能性がある。この点，
現金給付の場合は給付額の上限が事前に決定されていれば，受診を必要
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なだけにとどめておいて差額を受け取ることができるため，現物給付よ
り過剰受診する誘因は小さいと考えられる。また現物給付の過剰給付の
原因として，過剰給付に対する納税者側の抵抗が現金給付に比べると弱
いといったことや，現物で給付される財の生産者が自分たちの利益のた
めに給付量を増加させようとする政治的圧力を行使する可能性なども指
摘される（大野，１９７７）。
このように考えれば，現金給付の場合は疾病の治癒に必要な医療が受
けられなくなる可能性があり，逆に現物給付の場合は必要以上の受診を
誘発する可能性がある。
２．⑶ 地方政府の役割～給付形態の観点から
以上で概観した現金給付と現物給付の性質を踏まえつつ，地方政府が
それぞれを行う場合に発生するデメリットとメリットについて改めて検
討しよう。
地方政府が現金給付を通じた再分配を行う際のデメリットとして，あ
る地方政府が高率の再分配を行う場合，その地域において費用負担者と
なる住民が流出する一方，逆に受給者が流入して財政が破綻するという
こと，再分配の地域的格差に起因する資源移動は資源の地域間配分効率
を低下させるということ，そして再分配の地域間格差が発生すれば全国
民のあいだの水平的公平の原則に反するということ，が挙げられる。こ
うした観点からは所得再分配は中央政府が担うべきであるといえるが，
一方で現物給付に関しては地方政府が担ったほうが望ましい理由がいく
つかある。
まず第１に再分配に関する住民選好の地域差は現金給付より現物給付
のほうが大きいと考えられる。現金は普遍的な交換手段であり，地域間
で大きな選好の違いはないものと考えられる。しかし現物に関しては，
地域間で選好が異なる可能性が相対的に高い。先述したように，個人の
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選好が多様でその分布の広がりが大きいほど，社会的に一律で定める給
付水準では効用を最大化できない個人が多くなるため，社会全体として
非効率性が生じることとなる。この場合，現物給付を消費する規模はで
きるだけ小さい単位のほうが望ましい。さらには選好をはじめ，地域住
民の情報を収集する主体としては中央政府より地方政府のほうが適切だ
ろう。こうした点を踏まえれば，現物給付は全国一律ではなく地域単位
ごとに，そしてその供給主体としては地方政府が望ましいと考えられる。
この点を近年の社会経済環境の変化に照らして，中央政府と地方政府
の役割分担を論じたものとして神野（１９９８，２００１，２００５）がある。神野
はボーダレス化，グローバル化以前の福祉国家のセーフティネットは所
得再分配機能にあり，現金給付という性質上，この機能を担えるのは国
境を管理して徴税ができるという点で中央政府であるとする。しかし，
ボーダレス化やグローバル化で資本が国境を越えて自由に移動できるよ
うになったことから，資本は負担を逃れて資本逃避が可能になり，従来
のように市場経済の勝者に課税して，敗者に所得再分配するという機能
が果たせなくなりつつある。こうした点からグローバル化後の福祉国家
におけるセーフティネットは，これまでの現金給付から医療，福祉，教
育などの対人サービスの現物給付へと転換を求められる。
この点を踏まえ，神野は現物給付の担い手として適切なのは，中央政
府ではなく地方政府であると指摘する。それは対人サービスといった現
物給付は住民の生活実態に密着して供給する必要性があり，その場合，住
民に身近な地方政府が供給するのが適切であると考えられるからである。
従来は中央政府が地方政府を出先機関として利用する形で，現物給付
を行ってきた。すなわち自らの出先機関を持たず，中央政府の責任に属
する行政を，地方政府機構を通じて執行し，地方住民に及ぼす体制を
とってきた（機関委任事務）。これは中央政府が企画，決定し，それを
地方政府が執行するという「集権的分権システム」であるともいわれる
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（神野，２００５）。こう考えれば中央政府が現物給付を行う場合に問題に
なるのは，出先機関を置かなければならないといった機能的な面よりは
むしろ，中央政府が権限と財源を依然として持ち続けることで，地域住
民のニーズにあった給付を計画・実行することができない点にあると考
えられる。このように世界経済の変化によって，社会保障のありかたも
現金給付から現物給付へと変化が求められており，かつ現物給付の給付
主体として地方政府が適切であると考える立場からは，自ら社会保障に
おける地方政府の役割が重要になってくるといえる。
３．規範的経済学の現実的意義１２）
前節から従来の理論に従えば社会保障に政府が介入することに一定の
根拠を見いだせるし，そのなかで地方政府の果たす役割も確認できる。
より現実的に重要になってくるのはどの程度政府が社会保障に介入する
べきなのかという「社会保障の規模の選択―公私の役割分担―」と，そ
れを担う主体としてどのような政府が望ましいのかという「適切な政府
主体の選択―国と地方の役割分担―」と考えられる。そもそも両者の問
題は不可分であり，本来一体的に論じられるべきだろう。
社会保障の規模のありかたの問題が効率性のみならず衡平性の観点か
らも議論されるのに対して，適切な政府主体の選択という問題は効率性，
あるいは機能という側面からの議論は多いが，衡平性の点をより掘り下
げた検討はあまり見られない。そこで規範的経済学の視角を導入し，上
記の問題を考察することにする。
規範的経済学（normative economics）とは，辞書的な定義に従えば
「現実の経済がどのようであるかを叙述するのではなく，それがどのよ
１２）本稿第３節，４節における規範理論に関する説明の多くは，齋藤（２００７）の
第４章に負っている。
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うであるべきかを示す経済学」である１３）。規範的経済学は「あるべき」
制度の設計を検討するものであるが，その「あるべき」とは社会的価値
判断に依存するものであり，一意の解はない。
そこでどうあるべきかについては議論せず，先験的に一定の基準を与
えた上で，規範的な解を経済学的に特徴付けるというアプローチが発展
してきた１４）。こうしたなか，一定の基準の素材として，法哲学における
理論を採用して，経済学的フレームワークに落とし込み，そこから導き
出される解の性質について議論するという試みも行われている。資源の
平等論にしても，これまで経済学のフレームワークで定式化され，その
理論的性質について検討するという研究がなされてきた（Roemer,１９８５,
１９８６; Varian,１９８５; Arnsperger,１９９７）。
こうした規範的経済学に対してよく聞かれる批判としては，現実経済
における有用性がわからない，すなわち役に立たない，といったものが
ある。規範的経済学はその定義からして，「あるべき」制度の設計を検
討するものであり，経済制度のメカニズムの実態を理論的・実証的に検
討する事実解明的経済学とは区別される。規範的経済学は，ある一定の
基準に則って，社会状態の望ましさを評価し，それと実態とを照らして
乖離が発生している場合に，現実の制度における問題点を発見できると
いう点に，現実的役割を持つ。そのため事実解明的経済学によって明ら
かにされた制度の実態とあわせて，検討されることが本来的な姿であろ
１３）有斐閣経済辞典第４版
１４）ベルグソン・サミュエルソンの社会厚生関数アプローチは，その構造につい
ては議論しない，すなわち社会的価値判断は所与として，経済学の問題から
切り離すものであった。それに対してアロウはむしろこの社会厚生関数の構
造に着目し，民主主義の最低限の条件を課した場合でさえ，その社会厚生関
数の帰結は民主主義とはほど遠いものとなることを示した（Arrow,１９５１）。
こうした社会的選択理論の系譜については奥野・鈴村（１９８８）を，また最近
の系譜については鈴村（２０１２）を参照。
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規範的経済学の基礎理論 事実解明的経済学規範的経済学の現実的解釈
う。
しかしながら，現状では必ずしもそうはなっていない。規範的経済学
は理論的に高度に発展してきたものの，実態と照らし合わせる作業とは
切り離されてきた感がある。規範的経済学のなかで基礎理論としての発
展はみてきたものの，それを現実的な文脈で解釈する試みが不足してい
るため，事実解明的経済学が明らかにした実態と照らしあわせようにも
できないのではないかと考えられる。すなわち，図１で示すような，規
範的経済理論の基礎理論と事実解明的経済学を結ぶ，ブリッジとしての
項が欠けているのではないだろうか。
そもそも経済学は人間生活の改良の道具であり（Pigou,１９２０），規範
的経済学は現実における問題点を発見するための分析装置である。決し
て貴族の学問ではない。まさに本稿の位置づけは，図１で示すような，
規範的経済学と事実解明的経済学の間に欠けていると思われる規範的経
済学の現実的解釈という項を埋めるための試み，というものである。
４．資源の平等論の基礎的枠組み
本節では社会経済環境の変化や個人の価値観の多様化などを背景に，
社会保障も個々人のライフスタイルにみあうよう柔軟な対応が求められ
ている点に着目し，試論として自由尊重主義的な立場に立った分配的正
義論である「資源の平等論」の視角を採用したうえで，上記の問題を検
討したい。特に社会保障に対するいくつかの社会的要請―効率性，衡平
性，選択の自由―を満たすべく，社会保障の規模はどのように決定され
るべきなのかの検討を通じて，政府間の役割分担について考察する。こ
図１ 規範的経済学の現実的解釈の位置づけ
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１５４ （５１０）
こではある規範的な立場からの解を示唆してくれる素材として，市場メ
カニズムといった経済学の基本的なフレームワークを用いて公平な配分
とはなにかを定義するDworkin, R（１９８１, ２０００）の分配的正義論「資源
の平等論」の基本的枠組みを説明する。これは社会（あるいは国，政府）
と個人という主体間関係に関する規範理論的枠組みであり，どれだけを
社会が補償し，どの範囲からは個人自らが責任を負わなければならない
かという「社会保障の規模の選択―公私の役割分担―」という基本的問
いに対する規範的解を与えるものである。これ自体は政府（社会）と個
人の枠組みでしかないが，本稿では次号にわたり，これを政府間関係に
まで拡張して，残された後者の問題「適切な政府主体の選択―国と地方
の役割分担―」にこたえる試みをする。
資源の平等論自体はあらゆるリスクを包括的に扱える枠組みではある
が，ここでは具体的な対象として，医療保険の文脈で考察しよう
（Dworkin, １９９３, ２０００）。はじめに本節における衡平性（equity），公平
性（fairness）そして公正性（justice）といった用語の使い方を定義し
ておきたい。これらの言葉の指す意味は，文献によって異なることが多
い。前節まで用いてきた（不）衡平性という言葉も統一的な意味を与え
てきたわけでない。そこでは支払い能力によって得られる財サービスの
違いや，個人の先天的なリスクに基づく保険加入の選別（リスクセレク
ション）といったように，概して個人間で得られる財サービスに違いが
生じることを指して用いられてきた。
これに対して本節における衡平な配分（equitable allocation）とは無
羨望（no-envy）な配分をさすこととする。羨望（envy）とは，各個人
に対してある財の組み合わせ（財ベクトル）を与えるような配分がなさ
れているとき，他人に与えられている財の組み合わせのほうが，自分の
与えられている財の組み合わせよりも高い効用を与える場合に生じるも
のとされる１５）。無羨望，すなわち羨望がない状態とは，他人に与えられ
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ている財の組み合わせのほうが自分の与えられている財の組み合わせよ
りも高い効用を与えることがない状態が，任意の個人に関して成り立っ
ている場合である。
しかし，具体的に個人間でどのように配分がなされているとき無羨望
になるかは一概には言えない。もちろん個人間で同一の財の組み合わせ
が与えられているときは，互いに羨望のしようがない。しかし，購買力
に差はないと仮定したうえで，個人間の選好が異なる場合，自分がより
好むもの，あるいは好まないものを交換しあうことで互いの厚生を改善
することができる。結果として個人間で異なる財の組み合わせになるが，
それはお互いの厚生を改善するからこそ交換するのであり，このとき羨
望は生じないはずである。よって必ずしも個人間で異なる財の組み合わ
せが与えられていても，それを「格差」であるとして不衡平であると判
断することはできない。今，購買力に差がないと仮定しているから，得
られる財の組み合わせの違いは，ひとえに個人間の選好の違いの結果で
ある。ここでは個人間で羨望の生じない配分を衡平な配分とよぶ。この
意味での衡平性に加えてパレートの意味での効率性が満たされた場合，
これを公平な配分（fair allocation）と呼ぶことにする。
また本稿における公平な配分は現実社会では一見あり得ない，いくつ
かの仮定から構成される理想的な状況のもとで定義される。これらの仮
定が満たされている状況を公正（just）であるとする。この公正な条件
をみたす理想的状況で定義された公平な配分が，現実社会において実現
されているとき公正であり，逆に実現されていない場合，不公正である
（unjust）とされる。
これから説明する資源の平等論は仮想的状況における市場メカニズム
を使った公平な配分のシミュレーションであり，一種の思考実験である。
１５）ここでの羨望，無羨望の定義については，奥野・鈴村（１９８８）に従った。
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具体的な説明にあたって，誤解がないように何点か前置きをしておく。
まず第１にこれから示される枠組みでは市場メカニズムが用いられる
が，これはあくまで公平な配分を定義するための理論的装置であり，現
実社会で配分するにあたり，こうしたメカニズムの実行を主張するもの
とは異なる。
第２に公平な配分の定義は，市場の失敗や富の偏在がないような現実
には難しい公正な条件をみたす理想的な状況を仮想したうえで行われる。
これは現実社会で実現されている配分の不公正性を認識するためである。
現実社会では政府がなんら介入しないならば，市場の失敗や支払い能力
によって得られる財サービスの違いやリスクセレクションが生じること
が考えられる。このようにして現実に実現された配分が，規範的な見地
から定義された公平な配分に照らして乖離していれば，それは現実社会
における不公正の存在についての示唆となる。この点を認識するために
は，そもそもどのような配分が実現されているのが公平なのか，規範的
な立場にたつベンチマークが必要である。そのために理想的な状況であ
れば実現されるであろう配分を定義することが求められるのである。さ
らに付け加えれば，こうした現実における不公正を認識することで，実
際に補償する際に公平な配分を実現するために必要な額が，現実の配分
との差額でもって示される。
第３に資源の平等論における公平な配分は，個々人のリスクが判明す
る前の事前段階で定義されるものであり，かつ個人はその場合でも自分
の選好については自覚しているという仮定が導入される。すなわちリス
クが判明する事前状況という意味で，人々は自分が賦与されるかもしれ
ない疾病リスクには無自覚であるが，自分の選好には自覚的であると仮
定されている１６）。もちろん現実の世界における保険契約時にはこうした
状況にはなく，自分の選好はもちろん，疾病リスクもある程度判明して
いるだろう。これもあくまで仮想状況における仮定であり，社会が何に
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対して補償をすべきであり，個人は何に関しては責任を持つべきかとい
う点を明確にした公平な配分を定義するにあたって必要となる。
以上の点に留意しつつ，資源の平等論の基本的な概要を説明する。こ
こで市場の機能不全をもたらす要因を除去した仮想的な状況を仮定する。
すなわち初期時点では均等分配がなされていて富の偏在が無く，コスト
や効果を含め医師が知り得る十分な情報が患者に行き渡り，保険者も含
め誰しもどのようなリスクをもっているかわからない状況である。ただ
し先述したように，自らの選好については自覚しているものとする。そ
のうえで民間保険市場が独占の弊害や優遇税制や補助金などの政府介入
もなく自由で競争的であるような仮想的条件を満たしつつ，一方では規
範的なベンチマークを導出するために理想的な状況を仮想しているにも
関わらず，保険のモラルハザードはあると想定した思考実験を行う。こ
れは保険者と被保険者の間における情報の非対称性があり，保険会社が
被保険者の治療に必要な補償を正確に保険契約に織り込めないような状
況に関しては許容することを意味する。
こうした仮想的状況にある保険市場において，個人が医療財サービス
に対してどれだけ費やすつもりがあるか，すなわち医療財サービスにど
れだけの価値をおくかを問うことは，単に医療財サービスには特別な価
値があるとだけする価値財の議論とは一線を画する。個人の健康および
人生は，医療財サービスのみに支えられているのではない。本来豊かな
人生に寄与する健康の維持のために，医療財サービスおよびそれを保障
する保険が購入される。しかしこのとき，個人が過剰に保険を購入すれ
ば，そのぶん他の財・サービスから得られるはずの効用が犠牲になり，
１６）自分の選好およびリスクともにわからないとするロールズの無知のヴェール
に対して（Rawls,１９９９），ここで想定しているような，自分の選好については
わかっているがリスクに関してはわからない状態は薄い無知のヴェールとも
称される（Roemer,１９９６）。
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結果的に効用水準の低い，豊かではない人生に帰着する可能性がある。
これは合理的な個人という立場からは自己矛盾を孕むことになる。した
がって各個人は，医療保険のもたらす便益・費用と，他の財・サービス
のもたらす便益・費用を勘案しながら，自分の選好に照らしてもっとも
望ましい補償を行う保険を購入すると考えられる。
このように資源の平等論では，保険のモラルハザード以外の市場の失
敗や富の偏在のない公正な状況下で，人々が自分の被るかもしれないリ
スクを回避するため，自由市場でどのような保険を購入するかを推測す
る。ここでの解は先の仮定より富の偏在が是正された均等な初期保有か
ら出発しており，競争均衡解に一致するので，無羨望な状態かつパレー
ト効率的な配分，すなわち「公平な資源配分」が達成されることになる１７）。
この一連の仮想的状況における保険市場のことを「仮想的保険市場メカ
ニズム」という。繰り返しになるが，この仮想的保険市場メカニズムと
は，あくまで規範的な解，すなわち社会において実現されているべき配
分を定義するための理論的装置であり，現実の保険市場でこうした取引
が実行されることを意図するものではない。
注意すべきはこの仮想的保険市場メカニズムを通じて定義される公平
な配分は，リスクの賦与が明らかになる前の事前段階における保険契約
とその他の財からなる組み合わせを表すものであるという点である。実
１７）厚生経済学の第１定理より，完全競争均衡においてはパレート効率的な配分
が実現される。さらに初期に均等分配されているということは，各個人は購
入しようと思えば，他者と同じものを購入することが可能であるということ
を意味する。このような中で，結果的に個人間で異なる配分を得たとしても，
それは個人の選好の違いであり，各人が効用最大化の帰結である均衡におい
て互いに羨望することはないはずである。よって，初期均等分配のもとでの
（保険市場を含む）完全競争均衡においては，どの個人も「他の人の選択し
た財の組み合わせが自分の選択したそれよりも高い効用をもたらすことはな
い」という意味で，無羨望かつ効率的な状態が実現される（Foley,１９６７; Varian,
１９７４）。
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際にリスクが判明した事後の段階において自分が想定した以上の不遇な
結果に陥り，事前に購入すると推測される保険がそれを十分補填するの
に足らない場合もあるだろう。しかし，その場合でも社会が補償すべき
は事前の段階で締結された保険額―公平な配分と現実の配分の差額―の
みであり，それ以上の補償をするのはここで定義された「公正性」に照
らして望ましくない。先に公正性とは理想的状況を仮定した公正な条件
のもとで定義された公平な配分が，現実に実現されていることと定義し
た。この定義に従えば，現実社会においてその配分を上回って補償して
も，あるいは下回っているのに補償しないのも公正ではないことになる。
よって仮想的保険市場で購入すると推測される保険がカバーする財サー
ビスを，現実の社会でその個人が得られない場合，その個人は公平な配
分より過小な配分しか得ていないことになり，この不公正な状態を是正
するため，現実社会で得られる配分に加えてその差額分の社会的補償が
認められる。
もちろんこれは数ある公平な配分の定義の１つである。価値観，立場
によって何を公平な配分とするか，その定義は異なるはずである。重要
なのは本節で定義された公平な配分を定義するフレームワークがどのよ
うな価値観や立場に依拠して構築されたものなのかを明らかにしておく
ことである。先に述べたように資源の平等論が依拠する立場は個人の選
択の自由を尊重する自由尊重主義といえよう。
ひとは何らかの公的な保障システムがない社会では，自分が選択でき
ない要因がもたらす帰結から逃れることができない。自分の選択のみで
自分の人生を決定することができないという意味で不自由である。ある
人は障害を持って生まれ，またある人は深刻な疾病に罹患したがため，
多額の出費を強いられるかもしれない。
しかしそれは，その個人が自ら選択した結果であろうか？個人の人生
は障害や疾病のリスク，あるいは不況などに代表される社会経済的リス
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クなど，個人には選択できない様々な要因にも左右される。そうした要
因による不遇な帰結は，個人の選択の結果とはいえず，よってそれを個
人の責任に帰することは，「人は自分の人生を自ら選択できるべき」と
いう意味での自由尊重主義的立場から見れば受け容れがたい。そこで個
人に選択できない要因による不遇な帰結，あるいはそれによる不平等を
回避することを意図して想定されたのが，上記で示した仮想的保険市場
メカニズムである。個人が選択できない要因で陥った不遇な状態かどう
かは事後的に判断されるのではなく，リスクが顕在化する事前段階にお
いて，保険市場を通じて個人自身が判断する。事後的にリスクに見舞わ
れてどんな不効用を受けようとも，それを補償するためにどのような保
険を購入するかは，リスクが顕在化する事前段階の個人の選択に委ねら
れる。これは個人の選択できなかった要因による帰結が，仮想的保険市
場メカニズムを通じて，個人の選択できうる帰結に転換されることを意
味する。よって個人が自らどのような人生を達成したいか，またその達
成したい人生のためにリスクに対してどれだけの備えをしておくべきか
は，仮想的保険市場においてその他の財と比較しながら保険を購入する
ことを通じて選択されており，事後的にどのような結果が実現されよう
とも，事前に締結した保険契約以上の補償もあるいはそれ以下の補償も
認められないのである。
これは場合によっては厳しい状況を個人に強いる可能性もある。例え
ば事後的に重度の障害や難病に見舞われたことが判明して，事前に契約
した保険が過小で，その厚生損失を補うには不十分であったとしても，
個人が事前の保険契約以上の補償を社会に要請することは不公正になる。
このとき「重度の障害や難病は，個人が選択したものではなく，社会的
補償を与えられないことこそ不公正ではないか」と問われるかもしれな
い。しかし，資源の平等論が規範的解を定義するために想定する状況で
は，初期段階で富の偏在が是正されて，等しい購買力のもと，どのよう
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なリスクであっても仮想的保険市場メカニズムにおいて保険購入を通じ
てリスクヘッジする機会を与えられていた。そのためどのようなリスク
に対して，どのような補償を得たいかはあくまで個人が自覚する選好に
従って選択されるべき問題であり，社会がその選択の結果に事後的に介
入することは，個人の選択の自由―個人が自分の人生をどのようにいき
たいか―を侵害することになる。
逆に喫煙をはじめとした日頃の不摂生による疾病など，現実社会にお
いては個人の選択の結果とも指摘されかねないようなリスクに関しても，
事前の段階でそうしたリスクに対する保険を（他の財サービスの購入を
あきらめても）十分購入すると考えられるのであれば，それらに対して
補償することは公正なのである１８）。補償内容はリスクが判明する事前に
選択されるのであって，このとき危険なスポーツによるけがなど，明ら
かに自分の選択による不遇のようなリスクに対してさえも保険契約が結
ばれる可能性を許容するのである。
以上では医療保険の文脈で説明してきたが，資源の平等論が示唆する
のは疾病リスクに関する保障の枠組みだけではない。例えば不況やそれ
による失業，貧困など社会経済的要因など，我々が直面しうるあらゆる
リスクを捉えることができる。 （Ⅱへ続く）
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Summary
Evaluation of Social Security System under Decentralization
by Using Normative Theory:
An Essay Based on Equality of Resources-Part I
Hiromi SAITO
From the perspective of“equality of resources”theory, proposed
by Ronald Dworkin and in line with distributive justice theory, this
study aims to evaluate social security system under decentralization.
In an adequately decentralized society, we can examine the nature of
relationships among central and local governments and the citizens
with respect to the social security system. While such a scenario is
not only efficient but also equitable, the field of economics has
squarely avoided dealing with the issue of equity. Originally，there
are no unique solutions to problems on equity.
In contrast to the trend on economic literature, the current study
normatively examines the nature of social security system under de-
centralization on the basis of the libertarian theory of distributive jus-
tice,“equality of resources,”which tries to capture freedom of choice,
efficiency, and equity by using the market mechanism framework.
Further, we extend the framework of equality of resources to cap-
ture the situation of current social security system in a successive
manner to provide a novel explanation of the role of normative eco-
nomics in real life. In addition, considering the recent demise of
Dworkin（February１４,２０１３）, the current study also aims to reexam-
Summary
１８４ （５４０）
ine the practical applications of the equality of resources theory, ３０
years after its first appearance.
Owing to its extent, this paper is divided into２ parts. This part in-
cludes Sections １―４. Section ２ explains the background and current
roles of the local government in social security system from the con-
ventional economic perspective. Section３ lists the real-life implications
of normative economics. Section４ explains the basic framework of the
theory of equality of resources. In Part II, Section ５ extends this
framework to make it applicable for social security in real life. From
the viewpoint of normative economics, Section６ further extends this
to examine the implication of providing social security under decen-
tralization. Finally, Section ７ considers an example of long-term care
insurance to evaluate a real social security system from the normative
theory perspective.
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